
◇ 一般会計

・令和４年度一般会計補正予算（第８号）

補正額：1億 2,163万 1千円  補正後予算額：542億 681万 4千円

現 状 エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者を支援

するため、電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金（新型コロナウ

イルス感染症対応地方創生臨時交付金）の交付が決定された。

効 果 エネルギー・食料品価格等の物価高騰に直面する市民や福祉施設等の負担を

軽減することができる。 

①子育て世帯への支援

(１) 学校給食運営事業
2億 2,883万 8千円※1 

内 容 保護者の負担を軽減するため、令和 4年 11月から令和 5年 3月までの小・中

学校の学校給食費を無償化する。 

※1 無償化する学校給食費の金額。

②低所得者世帯への支援

(１) 電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業
7,187万 3千円 

内 容 国の「電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金」の対象と

ならない、住民税が課税されている者の扶養親族等のみからな

る世帯に対して、1世帯当たり 5万円を給付する。 
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③福祉施設への支援 

(１) 障がい者施設等物価高騰対策給付金給付事業 
142万 7千円 

(２) 介護施設等物価高騰対策給付金給付事業 
1,503万 8千円 

 内 容 食材の価格高騰の影響を受けている市内の入所・入居の障がい者施設及び介

護施設等に対して、運営継続を支援するため、令和 4年 11月から令和 5年 3

月までの高騰影響相当額について、給付金を給付する。 

(３) 私立保育所等補助事業 
663万 2千円 

(４) 放課後児童健全育成事業 
68万 4千円※2 

 内 容 電気・ガス料金の高騰の影響を受けている市内の民間保育所等や放課後児童

クラブに対して、施設の運営継続を支援するため、6か月分の高騰影響分とし

て、保育所等は定員 1人当たり 1,700円、放課後児童クラブは定員 1人当た

り 500円を給付する。 

※2 事業費の補正額のうち、県との協調による給付に係る経費。 

④指定管理者への支援 

(１) 体育施設管理事業 
1,315万 2千円 

(２) 障がい者施設運営事業 
96万 2千円 

(３) 偕楽荘管理運営事業 
528万 2千円 

(４) 放課後児童健全育成事業 
125万 8千円※3 

(５) のぞみ園管理運営事業 
7万 6千円 

(６) 図書館管理運営事業 
524万 7千円 

 内 容 電気・ガス料金等の高騰の影響を受けている指定管理者に対して、運営継続

を支援するため、令和 4年 4月から令和 5年 3月までの高騰影響相当額につ

いて、給付金を給付する。 

※3 事業費の補正額のうち、上記③（４）の分を除いた給付に係る経費。 

2


	令和4年度10月補正予算一般会計補正予算（第8号）の概要

